
平成３０年２月定例県議会 知事提案説明要旨 

 
 

今議会に提案をいたしました諸議案のご説明を申し上げるに先立ち、所信の一端を申し

述べ、県議会並びに県民の皆様のご理解とご協力をお願い申し上げたいと存じます。 

 私は、２期目の県政運営をスタートさせてからこれまでの３年間、財政状況が厳しい中で

も、産業力、経済力、文化力、人財力、地域力といった愛知の総合力を一段と高め、「日本

一元気な愛知」と「すべての人が輝く愛知」を実現し、日本の未来をつくってまいりたいと

の思いのもと、常に感度を高く持ち、県民の皆様の声を聴きながら、時代の流れを着実に見

通し、県政のあらゆる分野に全力で取り組んでまいりました。 

 ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック、２０２６年のアジア競技大会、２０２

７年度のリニア開業という節目の年にターゲットを置きつつ、昨年は、愛知総合工科高等学

校専攻科の公設民営化や、公道での遠隔型自動運転システムの実証実験、「あいち航空ミュ

ージアム」のオープンなど、全国初となる取組、愛知ならではの取組に果敢にチャレンジし、

大きな成果をあげました。また、アメリカケンタッキー州やインディアナ州、ブリュッセル

首都圏を始めとしたベルギーの３地域、インドネシアの経済担当調整大臣府と相互協力等

の覚書を締結するなど、海外とのパイプを一層強固にすることができました。 

 さらには、２０２０年代初頭の開業を目指し、愛・地球博記念公園に「ジブリパーク（仮

称）」をつくる構想について、昨年５月にスタジオジブリと合意し、「ジブリパーク（仮称）」

構想の実現に向け、大きな一歩を踏み出すなど、ここ愛知から夢のあるプロジェクトを発信

し、着実に前進しております。 

 今後も、様々な取組を積極的に進め、愛知のさらなる発展に向けて、議会の皆様と県民の

皆様のご理解とご支援をいただきながら、県政運営に全力で取り組んでまいります。 

 

 それでは、最初に、愛知県政を取り巻く最近の状況について申し上げます。 

 

 まず、最近の経済情勢であります。 

 我が国の景気は、企業収益が改善し、個人消費は持ち直すなど緩やかに回復しております。

先行きについては、雇用・所得環境の改善が続く中で、緩やかな回復が続くことが期待され

ますが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があります。 

 日本経済の屋台骨である愛知県及び中部地域は、自動車産業を中心とした輸出型の製造

業が集積している地域であり、今後のアメリカの経済政策を始めとした海外経済の動向や、

先月末頃から円高方向で推移している為替、さらにはアメリカでの株価下落を受けて変動

する株式相場の本県経済への影響を注視してまいりたいと考えております。 

 

 次に、国政の状況等についてであります。 



 国においては、引き続き、誰もが活躍できる一億総活躍社会の実現に向け、働き方改革や

人づくり革命、生産性革命等を掲げ、成長と分配の好循環の確立を目指すとしております。 

 本県は、こうした国の動きに先駆けて、自動車を中心とした産業にイノベーションを起こ

し、人・モノ・カネ・情報を呼び込み、集積がさらなる集積を呼び、新しい産業や雇用、消

費、投資を生み出していくという愛知型の成長モデル、愛知が起こす成長革命の実現に向け

て取り組んでまいりました。こうした取組により、日本一の重厚な産業集積を誇り、全国で

も人口が増加し続けている数少ない県となっています。 

 今後も引き続き、愛知の経済・産業力をさらに強くしていく中で、若者や女性の雇用を増

やし、人づくりを進め、そのことでさらに地域を元気にするという好循環を加速してまいり

ます。 

 

 次に、平成３０年度税制改正についてであります。 

 今回の改正では、地方消費税の清算基準について統計データの利用方法を見直し、統計カ

バー率を７５％から５０％に変更し、統計カバー外（５０％）の代替指標を人口とすること

とされました。 

 本県はこれまで、東京都や大阪府とも連携しながら、清算基準は税収を最終消費地に帰属

させるための指標であり、税収の偏在是正や財政調整の手段として用いるべきではなく、税

の理論に基づいた対応を行うことや、消費代替指標としての従業者数はこれまでの継続性

の観点等から存続されるべきであると訴えてきました。 

 また、県議会におかれましても、昨年の１２月議会において意見書をご議決いただき、関

係機関へ働きかけていただきました。 

 今回の見直しにおいて、従業者数の指標の存続など我々の主張が全て受け入れられなか

ったことは大変残念でありますが、多くの関係者が制度本来の趣旨を踏まえて議論し、今回

の方向でまとめられたことについては、率直に受け止めたいと考えております。 

 なお、今回の税制改正大綱では、地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな措置

について、平成３１年度税制改正において結論を得ると言及されております。  そもそも、

地域間の税収格差の調整は地方交付税の役割であり、まずは地方交付税の法定率の引上げ

等により地方交付税総額を確保するべきであります。 

 地方法人課税の偏在是正は、地方分権の流れに逆行するものであり、地方間での財源の取

り合いでは根本的な解決にはつながりません。地方の役割に見合った税財源を確保すると

ともに、日本全体を活性化させ、税収全体のパイを拡大させていくことが重要であります。 

 本県としては、今後の議論の動向を注視しつつ、様々な機会を捉え、地方分権改革の趣旨

に沿った地方税財政のあり方等について、国に対して提案・要請してまいります。 

 

 次に、自動車諸税の見直しについてであります。 

 私は、知事に就任した平成２３年以来、自動車税制の抜本的見直しに取り組み、昨年１１



月にも、１０県知事２市長の連名で緊急声明を取りまとめ、政府・与党に対し、働きかけを

行ってまいりました。 

 自動車諸税については、簡素化、自動車ユーザーの負担軽減、グリーン化を図る観点から、

平成３１年度税制改正までに、総合的な検討を行い、必要な措置を講ずることとされており、

その具体的な内容は今後の議論に委ねられることとなっております。 

 今後も、真の意味での自動車ユーザーの負担軽減が実現するよう、国に強く働きかけてま

いります。 

 

 次に、国家戦略特区についてであります。 

 本県では、平成２７年８月に特区の区域指定を受けて以降、日本初の有料道路コンセッシ

ョンや愛知総合工科高等学校専攻科の公設民営化、農家レストランの農用地区域内への設

置など、幅広い分野で特区の取組を進めております。 

 さらに、自動運転などの近未来技術の実証を始め、外国人雇用特区や医療ツーリズムの推

進等に関する規制改革提案についても、早期実現を目指して国と協議を進めているところ

であります。 

 今後も、この国家戦略特区を活用し、我が国随一の成長産業・先端技術の中枢拠点の形成

と、総合的な規制・制度改革の実現に向け、引き続き全力で取り組んでまいります。 

 

 次に、愛知県県民栄誉賞についてであります。 

 １月４日に逝去されました星野仙一氏の生前のご功績を称えるため、愛知県県民栄誉賞

をお贈りすることといたしました。この賞をお贈りするのは、浅田真央さんに続き２人目と

なります。 

 星野氏は、１９６９年に中日ドラゴンズに入団されて以来、チームのエースとして闘志あ

ふれるプレースタイルで、現役通算１４６勝、３４セーブを挙げ、最多セーブ投手や沢村賞

などに輝き、２度のリーグ優勝に貢献されました。 

 その後、延べ１１年間指揮を執った中日ドラゴンズの監督時代も「闘将」と称されたリー

ダーシップで２度のリーグ優勝に導かれるなど、四半世紀にわたり、常に県民を勇気づけ、

愛知・名古屋を明るく照らす太陽のような存在の方でありました。 

 星野氏の生前のご活躍、勝利を目指す力強い姿、野球に情熱を注ぐ姿は、地元愛知のみな

らず日本中の人々を感動させ、県民、国民に希望と活力を与えてくれたものであり、今も多

くの方々の記憶に鮮明に刻まれております。まさに、名古屋が生んだ大スター、大監督であ

り、我々愛知県民の大きな誇りであります。後日、ご遺族には、私から、これまでの功績に

対する感謝の気持ちを込めて、県民栄誉賞の表彰状をお渡ししたいと考えております。 

 

 次に、平昌冬季オリンピック・パラリンピックについて申し上げます。 

 連日熱戦が続いており、本県ゆかりの１０人の選手を始めこれまでの日本選手団の活躍



は、大きな感動をもたらし、日本人として大いに誇るべきものであります。 

 その中でも、本県ゆかりの宇野昌磨選手が男子フィギュアスケートで銀メダルを獲得さ

れ、金メダルの羽生結弦選手との日本勢ワンツーフィニッシュには、愛知県民はもちろん日

本国民に感動と力をいただきました。まさに愛知の誇りであります。 

 今後、スキーアルペン、スノーボード、ショートトラックスピードスケートの競技には、

本県ゆかりの選手が出場する予定であります。ぜひともメダルを獲得していただき、国民・

県民の皆様方と喜びを分かち合いたいと思います。 

 さらに、来月開催されますパラリンピックにおける日本選手の活躍も期待いたします。 

 

 なお、先週末は、オリンピックでの宇野昌磨選手の銀メダルとあわせて、将棋の中学生棋

士藤井聡太五段が、史上最年少の１５歳６か月で公式棋戦朝日杯オープン戦で優勝、それも

全棋士参加の棋戦で、佐藤天彦名人、羽生善治永世７冠ら実力者を破っての堂々の優勝を果

たされ、六段に昇段されました。すばらしい快挙であり、こうした愛知の若い才能がほとば

しるように発揮されるのを見るのは爽快であり、うれしくてなりません。早速、お祝いのメ

ッセージとお花を贈らせていただきました。これからもさらに精進を重ね、大いなる進化と

飛躍を遂げていただきたいと存じます。 

 

 次に、交通安全対策についてであります。 

 昨年の交通事故死者数は２００人で、前年より減少しましたが、１５年連続の全国ワース

ト１位という残念な結果となりました。 

 今後は、県、県警察、市町村、関係機関の連携による啓発や県警察による取締りの強化に

加え、自動車安全技術の普及などを通じて、交通事故の抑止、交通事故死者数の減少に全力

で取り組んでまいります。 

 

 それでは、平成３０年度当初予算編成につきまして、ご説明いたします。 

 

 本県には、強い経済基盤に支えられた恵まれた雇用環境に加え、高い交通利便性や充実し

た教育環境、大都市圏にありながら比較的安価で良質な住宅、豊かな自然などがあり、この

バランスのとれた「住みやすさ」を背景に、人口は７５３万人を突破しました。 

 こうした日本一元気な愛知が先頭に立って東京一極集中にストップをかける、そして、日

本の活力を取り戻し、日本の成長を力強くリードしていく、そうした思いをもって予算編成

に当たったところであります。 

 平成３０年度当初予算は、選挙で県民の皆様にお示しした政策集と、「あいちビジョン２

０２０」を踏まえて、１２の柱立てを作らせていただきました。 

 この柱立てによる主要事業の説明に先立ち、まず、「ジブリパーク（仮称）」構想の推進に

ついてご説明させていただきます。 



 

 来年度は、「ジブリパーク（仮称）」構想をしっかりと前進させ、皆様の夢を大きく広げる

とともに、世界に通用する日本オリジナルのコンテンツの代表であるジブリ作品を通じて、

クールジャパンを世界に向けて大いに発信してまいります。 

 愛知万博の理念である、人、いきもの、地球に対する「愛」は、ジブリ作品にも一貫して

脈々と流れており、ジブリ作品の世界を広げていくことが、愛知万博の理念継承につながっ

てまいります。愛知万博の理念を次世代へ継承し、未来へつなげていくことが我々の責務で

あり、「ジブリパーク（仮称）」をつくり、愛知万博のレガシーを充実していく必要がありま

す。 

 この夢のあるプロジェクトの実現に向け、スタジオジブリでは「ジブリパーク（仮称）」

構想の基本デザインの作成を精力的に進めているところであり、連携して、この春には、皆

様にお示しできるのではないかと考えております。 

 夢とファンタジーあふれるジブリの世界を再現した、子どもから大人まで家族そろって

楽しめるオンリーワンの施設を目指し、引き続きスタジオジブリとの協議を進めるととも

に、公園内の自然環境調査や駐車場増設の検討調査を実施するなど、着実に取り組んでまい

ります。 

 

 それでは、順次、１２本の柱立てに沿いまして、主要事業についてご説明いたします。 

 

 まずは、リニア・インパクトを生かし、世界に発信する「中京大都市圏」づくりでありま

す。 

 ２０２７年度の東京・名古屋間のリニア中央新幹線の開業を見据えながら、首都圏に対抗

しうる強みをさらに伸ばし、人・モノ・カネ・情報を呼び込み、世界の中で存在感を発揮で

きる「中京大都市圏」づくりを進めてまいります。 

 リニア開業後に中京大都市圏の玄関口となる名古屋駅につきましては、名古屋市と連携

しながら、わかりやすい乗換空間の形成等によるスーパーターミナル化を推進してまいり

ます。あわせて、リニア開業による時間短縮効果をより広域に波及させ、最大限活用するた

め、中部国際空港や東海道新幹線三河安城駅のアクセス向上に向けた調査等を実施してま

いります。 

 また、中部国際空港の二本目滑走路を始めとした空港機能の強化の早期実現に向け、エア

ポートセールスやアウトバウンドの促進に取り組み、航空ネットワークの拡充と航空需要

の一層の拡大を図ってまいります。 

 さらに、名古屋港、衣浦港、三河港と自動車産業や航空機産業を始めとしたモノづくり産

業とのサプライチェーンを強固にするため、本年 ３月に策定する愛知県港湾物流ビジョ

ンに基づき、ふ頭用地の整備などにより港湾物流機能の強化を図るとともに、道路網の整備

につきましては、名古屋環状２号線、三遠南信自動車道、名豊道路及び西知多道路などの広



域幹線道路の整備を始めとした道路ネットワークの整備を進めてまいります。また、地域の

皆様の生活に密着する道路や山間道路などの整備についても、しっかりと取り組んでまい

ります。 

 

 次に、世界をリードする日本一の産業の革新・創造拠点「産業首都あいち」づくりであり

ます。 

 製造品出荷額等が３９年連続で日本一という、圧倒的な産業集積を誇る愛知の産業力を

一層強化し、「産業首都あいち」を目指してまいります。 

 ロボット産業分野では、愛知県国際展示場で開催される世界的なロボットの祭典「ワール

ドロボットサミット２０２０」に向けて開催準備を進めるとともに、同時開催を予定してい

る「ロボカップアジアパシフィック大会」の招致に取り組んでまいります。 

 また、ワールドロボットサミットの開催を見据え、本県のロボット産業の技術力を世界に

発信するため、サービスロボットの社会実装に向けた研究開発や実証実験を支援してまい

ります。 

 こうした取組により、日本一の集積地である愛知のロボット産業を世界へ発信するとと

もに、自動車、航空宇宙に次ぐ第３の柱としてロボット産業を育成し、世界に誇れるロボッ

ト産業拠点を目指してまいります。 

 次に、昨年１１月３０日にオープンした「あいち航空ミュージアム」におきましては、空

港隣接型のミュージアムという特色を最大限に生かし、航空機産業の情報発信や産業観光

の強化、さらには次代の航空機産業を担う人材育成を推進してまいります。 

 また、航空宇宙産業の国際競争力強化と販路拡大を図るため、産学行政が連携し、県内企

業の海外販路開拓を支援してまいります。 

 さらに、フランス・ツールーズを圏都とするオクシタニー地域圏政府との相互協力に関す

る覚書締結に向け準備を進めてまいります。これにより本県は、シアトルのあるワシントン

州に続き、世界の航空宇宙産業の２大集積地と連携関係を構築することとなり、こうした連

携関係を活用し、国際競争力強化と販路拡大を加速してまいります。 

 あわせて、航空機製造技能者の育成にも取り組み、当地域における航空機産業の製造基盤

を強化してまいります。 

 次に、本県の基幹産業である自動車産業の高度化を推進していくため、次世代自動車のキ

ーテクノロジーである自動運転につきましては、複数台の遠隔型自動運転車両の同時使用

（１：Ｎ型）や高度な通信システムを活用し、より実用に近いレベルで実証実験を実施して

まいります。 

 また、燃料電池自動車（ＦＣＶ）のさらなる普及に向けて､本県独自の補助制度により､水

素ステーションの整備などを引き続き促進してまいります。 

 自動車産業の研究開発施設用地として造成を進めている豊田・岡崎地区におきましては、

中工区の造成が完了し、昨日、トヨタ自動車へ引き渡しました。日本初のカントリー路のテ



ストコースであり、ここからさらなる付加価値が生まれてくることを大いに期待をしてお

ります。引き続き、１０本のテストコースとなる東工区や研究開発施設等が整備される西工

区の造成工事を実施してまいります。２０２０年度までには概成したいと考えております。 

 また、平成３０年度には、新たに安城榎前地区、豊橋三弥地区において企業団地の造成に

着手するなど、県内産業の基盤整備を図り、企業立地を推進してまいります。  産業空洞

化対策減税基金による補助制度につきましては、この６年間で企業立地・再投資の分野で２

４９件の補助対象案件を採択し、総投資額４，４４３億円、約４万２千人の雇用維持・創出

効果という大きな成果があがっております。また、研究開発・実証実験の分野では、６年間

で４５１件の補助対象案件を採択し、高付加価値のモノづくりの拡大が図られております。 

 平成３０年度は、新たに補助メニューを設け、サービスロボットの実用化や中小企業の新

製品開発・販路拡大を支援してまいります。基金には４５億円を積み立て、これを原資とす

る日本一の補助制度により、本県産業の振興とさらなる雇用の維持・創出に取り組んでまい

ります。 

 次に、本県の強みであるモノづくりの伝統や優れた技術との融合による新たなイノベー

ションを目指し、ＩＴやＩｏＴによるデータを活用するなど新しいアイデアを持った創業

５年未満のベンチャー企業や起業家人材を発掘し、支援してまいります。 

 愛知の産業力を支える中小企業に対しましては、金融面からの支援として、制度融資の事

業承継のための資金の金利を０．２％引き下げ、事業承継ネットワーク活用企業にはさらに

金利を０．２％引き下げるなど、中小企業の資金繰りをきめ細かく支援してまいります。 

 また、新製品開発・販路開拓のため、新たな「あいち中小企業応援ファンド」により繊維、

窯業、食品、家具、伝統工芸の５分野の地場産業の新事業展開を支援するとともに、新たに

伝統的工芸品の担い手企業に専門家を派遣してまいります。 

 商店街の振興につきましては、「あいち商店街活性化プラン２０１６－２０２０」に基づ

き、引き続き活性化に向けた取組を支援してまいります。 

 

 次に、中部最大・全国三番手の大農業県・愛知の力をさらにパワーアップさせるための「農

林水産業の振興」であります。 

 本県の優れた農林水産物の知名度向上のため、名古屋コーチン、花、抹茶、あさり、うな

ぎ、小麦など、全国トップレベルの農林水産物のブランド力を一層強化し、メディアを活用

したＰＲや首都圏でのプロモーションにより需要拡大を図るとともに、国内で開催される

アジア最大級の食品展示会へ出展するなど、本県農林水産物の輸出を促進してまいります。 

 また、全国有数の本県農業のさらなる生産力向上、競争力強化を目指して、農産物の産地

が１０年後に目指す姿を見据え、栽培技術・機器の実証などに取り組むとともに、野菜や畜

産などの高収益化に必要な施設整備や機械の導入を支援してまいります。 

 さらに、ＩＣＴを活用した「あいち型植物工場」の整備を引き続き支援するとともに、農

業総合試験場において、あいち型植物工場の高度化に向けた自動環境制御技術の開発を進



めてまいります。 

 また、水田農業の経営合理化や生産性向上を図るため、ドローン等の次世代技術を活用し、

本県独自の栽培管理技術を開発するとともに、あいち米のブランド化を推進してまいりま

す。 

 次に、農業分野において多様な労働力を確保するため、外国人のための相談窓口を設置す

るほか、国家戦略特区を活用して、全国に先駆けて農業支援外国人の受入れを図ってまいり

ます。 

 また、本県は、５５年連続花き産出額全国１位を誇る花の王国であります。県民参加型の

花のイベント｢あいち花フェスタ｣を安城市で開催するとともに、豊明花き市場において海

外バイヤーが参加する花き展示商談会に出展するなど、花の需要拡大を図ってまいります。 

 さらに、本県が誇るブランド地鶏名古屋コーチンの生産体制強化のため、発祥の地といわ

れる小牧市内への種鶏場の移転整備に向け、用地造成に着手してまいります。 

 林業につきましては、ＩＣＴを活用した林業の活性化や災害に強い森林づくりを進める

ため、ＩＣＴ林業活性化構想を作成するとともに、航空レーザ計測による情報をもとに林道

等の整備の効率化を図るなど、林業のスマート化を推進してまいります。また、次世代林業

の基盤づくりのため、高性能林業機械等の整備に対して支援してまいります。 

 ２０１９年に県森林公園で開催する「第７０回全国植樹祭」につきましては、実施計画の

策定や式典会場の整備など、引き続き開催準備を進めてまいります。 

 水産業につきましては、日本一のあさり漁業の振興のための干潟・浅場の造成や、魚礁漁

場の整備を引き続き推進してまいります。また、うなぎについては、資源の増大を図るため、

新たに天然うなぎを放流するとともに、追跡調査等を行ってまいります。 

 また、現行の「海幸丸」に替わる新たな漁業調査船につきましては、建造を進め、本年１

０月に就航いたします。 

 

 次に、「人財力の強化」であります。 

 元気な愛知の礎になるのは、「人づくり」です。愛知の人財力を磨き上げ、すべての人が

輝き、活躍する愛知をつくってまいります。そのため、子どもたちの学力と個性を伸ばす教

育の充実、女性の活躍促進、産業人材・雇用といった施策を進めてまいります。 

 まず、教育の充実、「教育立県あいち、人材創造あいち」であります。 

 県立高校につきましては、生徒の多様なニーズに応えるため、本年４月から緑丘商業高校

を総合学科に改編し、緑丘高校とするほか、佐屋高校及び松平高校にライフコーディネート

科を設置する学科改編を行うとともに、名古屋西高校始め普通科１０校でコースの新設や

改編を行ってまいります。 

 また、平成３１年度に予定している新城有教館高校及び知立高校の総合学科や、小牧工業

高校の航空産業科、名南工業高校のエネルギーシステム科・エネルギー化学科の設置に向け

た準備を進めてまいります。 



 さらに、今後も魅力ある学校づくりを進めるため、平成３０年度から、新たな「県立高等

学校教育推進実施計画」の策定に着手してまいります。 

 また、子どもたちの学習意欲を引き出し、基礎学力の向上を図るため、小学校１年生及び

２年生並びに中学１年生の３５人学級を引き続き実施するとともに、発達障害児への学習

支援など、きめ細やかな配慮のできる教育環境づくりを進めてまいります。 

 次に、本県のモノづくり産業を発展させていくため、県立高校における、Science（科学）、

Technology（技術）、Engineering（工学）、Mathematics（数学）の４分野「ＳＴＥＭ」に重

点を置いた教育課程に引き続き取り組むほか、新たに小中学生・工業高校生を対象としたＳ

ＴＥＭ教育講座を実施し、モノづくり愛知の将来を担う人材を育成してまいります。 

 いじめ・不登校対策としましては、「中１の壁」に対応するためのスクールカウンセラー

による小中連携のほか、県立高校へのスクールソーシャルワーカーの配置を拡大し、教育相

談体制の充実を図ってまいります。 

 また、中学校及び県立高校に部活動指導員を新たに配置することにより、教員の多忙化を

解消し、教育環境の充実を図ってまいります。 

 本県の学校教育において重要な役割を果たしている私立学校につきましては、その振興

と父母負担の軽減を図るため、私立学校経常経費や授業料、入学納付金への補助など各種助

成を着実に実施してまいります。また、幼稚園において教員給与の処遇改善に要した経費の

一部を補助する制度と専修学校高等課程の入学納付金の補助制度を創設いたします。 

 また、若者の社会的自立に向けた切れ目のない支援を行うため、学習が遅れがちな中学生

等を対象に、教員ＯＢや大学生などの地域住民の協力により学習支援を行う「地域未来塾」

の活動を支援するほか、高校中退者や外国人等を対象とした学習支援を拡充してまいりま

す。 

 県立芸術大学につきましては、新デザイン棟の建設工事を引き続き進め、平成３１年度に

供用開始いたします。 

 次に、「女性の活躍促進」であります。 

 本県の総合力をさらに高めていくためには、働く場における女性の定着と活躍の拡大が

不可欠です。 

 そこで、「あいち女性の活躍促進プロジェクト」のさらなる充実に向けて、「女性の活躍プ

ロモーションリーダー」となる企業と連携し、中小企業に対し、県の施策の活用を働きかけ

るとともに、若い女性の県外流出防止や県内への流入促進を図るため、企業の取組の好事例

や活躍する女性のロールモデル等についての情報を発信する取組を新たに実施してまいり

ます。 

 また、女子中高生の理系への進路選択を支援するほか、女性の活躍を通じた産業振興や女

性の雇用促進を検討する「あいち・ウーマノミクス研究会」を引き続き開催し、女性起業家

やモノづくりの現場で働く女子の育成を図ってまいります。 

 ワーク・ライフ・バランスの推進につきましては、大学生を対象とした仕事と子育ての両



方を体験する取組の実施や、イクメン・イクボスの普及拡大を図ってまいります。 

 また、女性の再就職の支援のため、ウインクあいちの「あいち子育て女性再就職サポート

センター」において、引き続き窓口相談や地域での出張相談を実施してまいります。 

 次に、「産業人材・雇用」であります。 

 経済のグローバル化や少子高齢化が進む中、本県の産業競争力を一層強化していくため

には、モノづくりあいちを支える産業人材の育成・確保は喫緊の課題であります。 

 このため、本県において史上初めて「技能五輪全国大会」と「全国アビリンピック」の両

大会を、２０１９年度と２０２０年度に連続開催いたします。大会の成功に向けて、大会実

施計画の策定や選手の育成・強化、広報活動などの準備を着実に進めるとともに、２０２３

年の技能五輪国際大会の本県招致に向けて、国と地域で一体となって招致活動を進めてま

いります。 

 また、昨年は、「あいち発明の夏２０１７」と銘打ち、ロボカップ２０１７世界大会や世

界青少年発明工夫展２０１７など、青少年の創造性と国際感覚を養うイベントを集中的に

開催しました。これにより高まった科学技術や創意工夫を大切にする気運を継承するため、

愛知の発明の日記念講演会を開催するほか、発明クラブの活動を紹介する展示会や県内の

発明クラブ間のネットワークを構築するなど発明クラブの活性化を支援してまいります。 

 さらに、愛知・名古屋ゆかりのノーベル賞受賞者の方々の業績を、地域を挙げて称え、次

世代の科学技術を担う小中学生にもわかりやすく紹介するため、名古屋市科学館に常設の

ノーベル賞受賞者顕彰施設を整備するための施設改修・展示コンテンツの設計を、名古屋市

と共同で実施してまいります。 

 雇用対策につきましては、企業における「働き方改革」の取組を支援するため、働き方改

革推進キャラバンとして、県内の経済団体、労働団体等と一体となり、街頭啓発活動や企業

向けセミナー等を実施するとともに、職場環境の改善に向けた専門家の派遣や、若者の指導

や相談に対応できる企業内の人材養成を支援してまいります。 

 また、首都圏や関西圏から本県に人を呼び込み、産業人材の確保を促進するため、東京と

名古屋に設置したＵＩＪターン支援センターにおいて、就職イベントや個別相談を実施し

てまいります。 

 さらに、企業と高年齢者のマッチングを図る就職面接会の開催や、介護分野における外国

人の労働力の活用を促進するための就職支援訓練の実施など、人手不足対策を強化してま

いります。 

 公共職業訓練を行う高等技術専門校につきましては、地域の中小企業を支援するモノづ

くり人材育成機能の強化のため、組織を再編し、施設整備を進めてまいります。 

 

 次に、「医療・福祉の充実で日本一の健康長寿を実現」であります。 

 すべての人が活躍する「人が輝く愛知」の実現のためには、県民の皆様の健康を支える医

療・福祉の充実が欠かせません。 



 本格的な超高齢社会の到来により、今後、認知症高齢者の大幅な増加が見込まれており、

認知症対策の強化は喫緊の課題であります。昨年９月に策定した、認知症に理解の深いまち

づくりの実現を目指す「あいちオレンジタウン構想」に基づき、新たに企業サポーターの養

成や認知症予防プログラムの開発を行うとともに、国立長寿医療研究センターの機能強化

を支援する調査を実施するなど、保健・医療・福祉の専門機関が集積する「あいち健康の森」

とその周辺地域が一体となり、地域づくりと研究開発の両面から認知症対策を推進してま

いります。 

 次に、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、医療・介護サービスの提供体

制の改革を推進するため、「地域医療介護総合確保基金」を活用し、病床機能の分化・連携

や在宅医療の充実、医療・介護従事者の確保等を引き続き推進してまいります。 

 また、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らすことができるよう、医療・介護・予防・

生活支援・住まいを一体的に提供する地域包括ケアを推進するため、市町村の取組強化のた

めの評価指標を策定するとともに、相談支援等を行ってまいります。 

 さらに、県民の健康寿命の延伸を図るため、積極的に従業員の健康保持・増進を目指す「健

康経営」に取り組む企業・団体を支援し、「健康長寿あいち」を実現してまいります。 

 がんセンターにつきましては、患者一人ひとりに最適な医療を提供する「個別化医療」の

取組をさらに高度化し、疾病の予防につながる「プレシジョン・メディシン（精密医療）」

を実現するため、中央病院に「リスク評価センター」を設置するなど、体制整備を進めてま

いります。 

 なお、平成２６年２月から全面建替工事を実施していた「愛知県精神医療センター」が、

２月１日に全面オープンいたしました。新病棟では、児童青年期の患者や発達障害の成人患

者など、民間病院では対応が困難な患者に対する専門医療を提供するほか、県内の精神科救

急医療体制における後方支援病床を３床から５床に増床しており、今後も県内の精神科医

療のセンターとして地域医療の充実に取り組んでまいります。 

 また、外国人患者への先進的な医療の提供や最先端の医療機器を使った検診の実施など、

愛知の優れた医療技術の活用による医療の国際化を進めるため、中国において開催される

国際医療展覧会へ県内医療機関と合同で出展するなど、医療ツーリズムを推進してまいり

ます。 

 国民健康保険制度につきましては、財政運営の責任主体として、新たに国民健康保険事業

特別会計を設置し、新制度の安定的な運営を図ってまいります。 

 次に、「子ども・子育て支援」であります。 

 本県が活力を維持しながら持続的に発展していくため、また、女性の活躍を促進するため

にも、次代の担い手である子どもを安心して生み育てることができる環境づくりが求めら

れています。 

 昨年９月の「子どもが輝く未来に向けた提言」を踏まえ、すべての子どもが夢と希望を持

って成長できるよう、「教育の機会の均等」、「健やかな成育環境」、「支援体制の充実」の３



つの視点から、学習支援や子ども食堂の開設支援、県福祉事務所への相談支援員の配置など、

子どもが輝く未来に向けた取組を実施してまいります。 

 また、子ども・子育て支援新制度に基づき、認定こども園・幼稚園・保育所や、市町村が

認可する地域型保育事業への給付を行うほか、「小１の壁」を打破するため、放課後児童ク

ラブの設置を促進するなど、子育て支援事業の着実な推進を図ってまいります。 

 さらに、増え続ける児童虐待に対応するため、児童福祉司や児童心理司等の増員、弁護士

との連携による相談体制の充実、夜間・休日の相談体制の強化など、児童相談センターの機

能強化を図ってまいります。 

 また、児童自立支援施設「愛知学園」において、本年４月から春日井市立尾東小学校、尾

東中学校を設置し、学校教育を導入してまいります。 

 次に、「障害者福祉・支援、ノーマライゼーション推進」であります。 

 障害のある方が、身近な地域で自立した生活を営めるよう、生活の場または日中の活動の

場として利用する福祉施設の整備を促進してまいります。また、グループホームの世話人確

保のため、世話人の仕事紹介や体験事業を実施するほか、障害者雇用につなげるため企業と

のマッチングを行うなど、入所施設から地域生活への移行を推進してまいります。 

 さらに、内部障害や難病の方、または妊娠初期の方など、外見から援助や配慮を必要とし

ていることが分かりにくい方々が周囲に知らせる手段となるヘルプマークについて、本年

９月に開催される「スペシャルオリンピックス２０１８愛知」に向けて、今年度から準備を

進め、７月から県内全域で、市町村と連携して導入し、普及を促進してまいります。 

 また、手話言語の普及及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用促進のた

め、手話通訳者や要約筆記者等の養成・派遣人員を増員し、実施してまいります。 

 さらに、障害のある方の就業・雇用を促進するため、中小企業に対して本県独自の奨励金

を支給するとともに、就労を支援する専門家の派遣や職場見学・実習先の開拓を実施してま

いります。 

 特別支援教育につきましては、平成２６年３月に策定した「愛知県特別支援教育推進計画」

の進捗状況や成果を踏まえ、中長期的な視点に立った今後の施策の推進方策を検討し、新た

な「特別支援教育推進計画」を策定してまいります。 

 また、知的障害特別支援学校の過大化による教室不足の解消のため整備を進めてきた「大

府もちのき特別支援学校」が本年４月に開校いたします。引き続き、平成３１年度開校予定

の「瀬戸つばき特別支援学校」について整備を進めるほか、西三河南部地区の西尾市内に整

備する本県初の知的障害と肢体不自由の児童生徒に対応できる特別支援学校については、

平成３４年度の開校を目指し基本設計を実施してまいります。 

 さらに、みあい特別支援学校においては、教室不足の解消のため、平成３２年度の供用開

始に向けて校舎増築の実施設計を行ってまいります。 

 加えて、特別支援学校において、教育環境の充実を図るため、空調設備の設置やトイレの

洋式化等を進めるとともに、児童生徒の安全確保のため、防犯カメラの設置や聾学校におい



て緊急通報装置（パトライト）を整備してまいります。 

 「医療療育総合センター」につきましては、病棟や外来部門、知的障害児の入所支援部門

となる本館棟の整備を進め、平成３１年３月に全面オープンいたします。 

 

 次に、「観光あいち・魅力発信」であります。 

 本県では、昨年のレゴランド、「あいち航空ミュージアム」のオープンに続き、今年は名

古屋城本丸御殿が全面公開となるなど、本県の観光振興と地域活性化の絶好の機会となっ

ております。１０月から１２月にかけて、「未来クリエイター愛知～想像を超える旅へ～」

をキャッチフレーズに、ＪＲグループ等と連携し、全国から愛知へ観光客を呼び込む全国規

模の「愛知デスティネーションキャンペーン」を展開してまいります。 

 また、１１月には、日本各地の伝統芸能等が一堂に集まって競演する「地域伝統芸能全国

大会」を開催してまいります。 

 次に、増加している訪日外国人旅行者を本県に取り込むため、「ハート・オブ・ジャパン」

のキャッチワードのもと、イギリスでの海外プロモーションや、クルーズ船誘致のためポー

トセールスを実施するほか、アジアからの観光客誘致のため、アジア大商談会を開催すると

ともに、香港において個人旅行者向け観光説明会を開催してまいります。 

 愛知県国際展示場につきましては、平成３１年９月の開業に向けて、引き続き建築工事を

進めるとともに、世界の展示会産業でもトップクラスの実績を誇る「ＧＬevents」を代表企

業とする運営事業者と連携し、コンセッション方式による運営体制の構築や、広報・営業活

動等を実施してまいります。 

 また、中部国際空港エリアにおいては、「ＭＩＣＥを核とした国際観光都市」を目指し、

魅力ある機能整備の具体化に向けた検討を実施するほか、常滑港空港地区におけるクルー

ズ船係留施設の整備について検討を実施してまいります。 

 武将観光につきましては、全国の武将隊や忍者隊が集結する「サムライ・ニンジャフェス

ティバル」を開催するとともに、「徳川家康と服部半蔵忍者隊」による観光イベントにおけ

る武将観光のＰＲなど、「武将のふるさと愛知」を国内外に向けて発信してまいります。 

 また、ユネスコ無形文化遺産に登録されている全国３３件の「山・鉾・屋台行事」のうち、

本県には最多の５件が所在しております。引き続き「あいち山車まつり日本一協議会」の取

組により、市町・保存団体とともに愛知の山車まつりの魅力を広く発信してまいります。 

 

 次に、「文化・スポーツの振興」であります。 

 本県では、全国、世界に打ち出せるスポーツ大会を招致・育成し、地域の活性化につなが

る取組を推進しております。 

 ２０２６年に開催予定の「第２０回アジア競技大会」につきましては、大会運営に関する

諸計画の策定に向けた検討や選手村に関する調査など、名古屋市やＪＯＣなどと連携して

開催に向けた準備を着実に進めてまいります。 



 「ラグビーワールドカップ２０１９」につきましては、豊田市と連携し、開催準備を着実

に進めるとともに、「ＦＩＦＡフットサルワールドカップ２０２０」の招致にも引き続き取

り組んでまいります。 

 また、２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピックに本県ゆかりの選手を

多数輩出し、活躍できるよう、強化指定選手の競技力強化や次世代の人材育成に取り組んで

まいります。 

 さらに、スポーツの価値や効果を認識するとともに、国際的な視野を持って世界の平和に

向けて貢献できる人材を育成するため、県内１８の小学校・中学校・高校・特別支援学校に

おいて、オリンピック・パラリンピック教育を実施してまいります。 

 また、本年７月から８月にかけて東海ブロックで行われる全国高等学校総合体育大会に

おいて、本県では水泳始め６競技を開催するとともに、平成３１年１月には冬季大会のフィ

ギュアスケート競技を開催します。関係市町等とともに、大会の成功に向けた取組を進めて

まいります。 

 新体育館につきましては、大相撲名古屋場所にふさわしい風格のある施設など、新体育館

の整備に関する基本的な考え方を踏まえ、名城公園北園の野球場あたりで設置の検討を進

めることとし、建物の設計条件や管理運営体制の検討などの基本計画の策定を行うととも

に、周辺の地盤・面積・形状を把握するための事前調査を実施してまいります。 

 次に、文化芸術の振興に関する基本理念を定める文化芸術振興条例を制定いたします。県

民生活部を県民文化部に名称変更し、この条例の理念に基づき、子どもから高齢者まで、ま

た障害の有無等にかかわらず全ての県民の皆様が等しく文化芸術に親しむことができるよ

う、観光・福祉・教育・その他関連分野と連携し、ワークショップの開催などにより愛知の

多様な文化芸術を体験する機会を提供してまいります。 

 「あいちトリエンナーレ２０１９」につきましては、名古屋市及び豊田市での開催に向け

て、出品作家の選定などの開催準備を着実に進めてまいります。 

 また、障害のある方の社会参加と障害への理解促進を図るため、あいちアール・ブリュッ

ト障害者アーツ展を開催するとともに、新たに障害のある方の芸術文化活動を支援する人

材を育成してまいります。 

 全国有数の文化芸術の創造・発信拠点である愛知芸術文化センターにつきましては、美術

館や芸術劇場の改修工事を進めてまいります。 

 また、愛知を代表する朝日遺跡の魅力を発信するため、清洲貝殻山貝塚資料館の拡充整備

に向けて、新資料館の建設工事に着手してまいります。 

 本県にゆかりのある杉原千畝氏の人道的功績を称える顕彰施設につきましては、瑞陵高

校校地において、等身大のブロンズ像や発給したビザリスト等の展示施設の整備を進め、本

年１０月に完成記念式典を開催するなど、同氏の功績を世界に発信してまいります。 

 

 次に、「グローバル展開」であります。 



 本年３月に策定する新たな「あいち国際戦略プラン」に基づき、グローバル人材の育成、

産業のグローバル化、魅力の創出などの視点から、グローバルに成長を続けるあいちを目指

してまいります。 

 「愛知県・江蘇省友好書道展」につきましては、昨年の江蘇省展に続き、日中平和友好条

約締結４０周年に当たる来年度は、本県において開催するとともに、バンコク都など提携先

との高校生交流事業を実施し、友好交流・文化交流を促進してまいります。 

 また、アメリカテキサス州で開催される世界最大級の複合イベント「サウス・バイ・サウ

スウエスト」に県内の学生研究グループを派遣し、研究成果の発表を行うなど、高度なグロ

ーバル人材を育成してまいります。 

 次に、留学生の県内就職を促進するため、インターンシップの実施や企業と留学生との交

流会の開催など、留学生と企業との相互理解を図ってまいります。 

 また、外国人の子どもたちが能力を発揮し活躍できる環境をつくるため、新たに、日本人

と外国人の親子が子育てに関する意見交換を行いながら日本語習得を促進する「多文化子

育てサロン」を設けるなど、小学校入学前から高等学校卒業までの各段階における日本語教

育を推進してまいります。 

 

 「安全・安心なあいち」をつくることは、すべての基本であります。 

 南海トラフ地震により浸水が予測されるゼロメートル地帯の木曽三川下流域（愛西市）に

おいて、円滑な救出・救助活動に必要となる広域的な防災活動拠点の整備に着手するととも

に、未決定地域における整備候補地について、引き続き選定を進めてまいります。 

 消防学校につきましては、教育機能の充実を図るため、初任科生・女性消防職員の受入体

制や実践的な訓練施設を整備するとともに、既存施設の長寿命化を進めることとし、基本設

計を実施してまいります。 

 次に、住宅全壊被害が１０世帯未満の市町村における被災世帯など、被災者生活再建支援

法の対象とならない被災世帯に対して支援金を支給する市町村への補助制度を創設してま

いります。 

 また、住宅や建築物の耐震化を促進するため、引き続き耐震診断費用や耐震改修費用に対

する補助を実施いたします。民間住宅の耐震改修につきましては、補助制度の充実を図り、

更なる耐震化の促進に取り組んでまいります。 

 次に、交通安全対策につきましては、交通事故死者数の減少を目指し、交通安全県民運動

を中心とした取組を積極的に展開するとともに、車両運転中の「ながらスマホ」の危険性や

歩行者保護意識の醸成に向けた重点的な広報を始め、高齢者の事故防止やドライバーの運

転マナー向上を訴える取組を実施してまいります。 

 また、交通事故の抑止と道路交通の円滑化のため、信号灯器の視認性を高めるためのＬＥ

Ｄ化を進めるとともに、横断歩道を始めとした道路標示、道路標識の整備など、交通安全施

設の整備にも取り組んでまいります。 



 地域住民の治安や災害時の活動拠点である警察署につきましては、愛知警察署が本年４

月に供用開始いたします。引き続き、蟹江警察署、蒲郡警察署及び西尾警察署の建築工事を

進めるとともに、津島警察署の基本設計に着手してまいります。また、豊川警察署について、

建替え工事着手に向けて、敷地のボーリング調査を実施してまいります。 

 地域の安全・安心を守る交番につきましては、１０交番の建替えを実施してまいります。 

 

 次に、「『環境首都あいち』の確立」であります。 

 日本一の産業県である本県は、環境面においてもトップランナーを目指しており、新たに

策定した「あいち地球温暖化防止戦略２０３０」に基づき、県民、事業者、市町村等と連携・

協働し、温室効果ガス削減に向けた取組を推進してまいります。また、環境部の地球温暖化

対策室を地球温暖化対策課とし、推進体制を強化してまいります。 

 さらに、太陽光発電の自家利用を促進し、家庭部門の温室効果ガスの排出削減を進めるた

め、太陽光発電施設、家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）、蓄電池等を一体的に導

入する補助メニューを追加してまいります。 

 また、再生可能エネルギーを活用して低炭素水素を製造・利用する低炭素水素サプライチ

ェーンの事業化を推進してまいります。 

 次世代自動車につきましては、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料電池

自動車に対し、本県独自の助成制度により導入を支援し、普及を促進してまいります。 

 また、持続可能な未来のあいちの担い手となる人づくりを進めるため、幼児から中高年・

シニアまで幅広い世代で環境学習を実施してまいります。 

 加えて、現在ＰＦＩ方式による建替えを進めている環境調査センターにおいて、環境分析

の現場や新エネ・省エネ設備等と県民の皆様に開放可能な１階スペースを一体的に活用し

た環境学習の実施について検討してまいります。 

 次に、本来は食べられるにもかかわらず捨てられる食品ロスの削減を図るため、シンポジ

ウムの開催やリーフレットの配布などにより啓発してまいります。 

 また、食品等廃棄物の不適正処理事案を受け、廃棄物の適正な処理の促進に関する条例を

改正し、廃棄物の処理を委託した事業者による処理状況の確認を徹底するなど、再発防止に

向けた取組を進めてまいります。 

 さらに、世界の広域自治体で構成する「愛知目標達成に向けた国際先進広域自治体連合」

として、愛知が先頭に立って、世界の生物多様性保全の取組を推進してまいります。 

 

 次に、「東三河の振興」であります。 

 「東三河県庁」につきましては、市町村、広域連合、経済団体等とともに、「東三河振興

ビジョン」に位置付けた施策に取り組み、着実に成果をあげてきたところであります。平成

３０年度は、本年３月に策定する「『人が輝き活躍する東三河』の実現」及び「世界・全国

レベルのスポーツ大会等を活かした地域連携」をテーマとする主要プロジェクト推進プラ



ンに基づく取組を、地域が一体となって推進してまいります。 

 また、東三河地域への「新しい人の流れ」を創出するため、東三河の快適な暮らしをグラ

フ等で分かりやすく「見える化」してＰＲしてまいります。さらに、奥三河地域の市町村、

交通事業者、観光団体等が連携して観光地づくりを進める「奥三河ＤＭＯ」の活動を支援す

るとともに、移住定住促進のための起業支援などの取組を実施してまいります。 

 新城地区におきましては、新しいタイプの総合学科として平成３１年度に開校する「新城

有教館高校」の整備を進めてまいります。また、平成３０年度から豊橋南高校に教育コース、

福江高校に観光ビジネスコースを新たに設置してまいります。 

 さらに、平成３２年度を目途に、時習館高校の「あいちグローバルハイスクール」の指定、

豊橋西高校の総合学科への改編、豊橋工業高校への本県初のロボット工学科の設置、渥美農

業高校における次世代農業創出プロジェクトの推進など、県立高校４校において地域産業

の担い手やグローバルリーダーを育成する新たな東三河教育プロジェクトを推進してまい

ります。 

 次に、本年９月に田原市で開催される「２０１８ＩＳＡワールドサーフィンゲームス」に

つきましては、大会の成功に向けて、支援してまいります。 

 また、完成自動車の輸出入で全国トップクラスの三河港においては、神野西地区のふ頭用

地の整備を引き続き進めるとともに、明海地区の民間事業者による埋立事業を官民一体と

なって進めるなど、産業競争力の強化を図ってまいります。 

 

 次に、「地方分権・行政改革の推進」であります。 

 地方創生につきましては、「愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略」に

基づき、産業振興や雇用対策のほか、子育て支援、三河山間地域の振興など幅広い施策に取

り組んでまいります。 

 本県は、全体的には人口増加が続いているものの、東京圏に対しては２０代前半の女性を

始めとした若年層を中心に転出超過となっております。こうした状況に歯止めをかけるた

め、本県の強みである住みやすさについて、「一番住みたい愛知」をキャッチコピーとして、

これから居住地を選択していく東京圏の大学生などの若者層を中心に広くＰＲ事業を展開

し、働くなら愛知、住むなら愛知という流れを促進してまいります。 

 また、中京大都市圏づくりを総合的に進めるため、重要プロジェクトの推進はもとより、

情報発信や広域的な連携の強化、名古屋市との役割分担や連携・共同による取組についても、

引き続き推進してまいります。 

 行財政改革につきましては、健全で持続可能な行財政基盤の確立に向けて、「しなやか県

庁創造プラン」に基づく取組を着実に進めてまいります。 

 民間活力の導入につきましては、ＰＦＩ方式により、「環境調査センター・衛生研究所」、

「運転免許試験場」の整備を進めてまいります。また、県営住宅の建替えにおいて、今年度

から着手した東浦住宅のほか、鳴海住宅始め３住宅においてもＰＦＩ方式を導入してまい



ります。 

 また、県営都市公園におきましては、民間事業者の資金やノウハウを活用して、魅力ある

公園施設を導入するため、必要となる調査を実施してまいります。 

 県立学校や県有施設につきましては、公共施設等総合管理計画に基づき、個別施設計画の

策定を進めるとともに、長寿命化に向けた調査や改修を実施してまいります。 

 

 以上、予算の主な内容につきまして申し上げてまいりましたが、ここにご審議いただく平

成３０年度の当初予算は、一般会計２兆４，９３９億余円、特別会計１兆３，３１７億余円、

企業会計１，６８５億余円でございまして、合わせて３兆９，９４３億余円となります。    

 このうち、一般会計の予算規模は、平成２９年度当初予算に対し、９８．９％となります。

なお、平成２９年度に名古屋市分の県費負担教職員にかかる給与負担の移譲に伴い経過措

置として創設された県民税所得割名古屋市交付金が、平成３０年度から個人県民税所得割

の名古屋市への税源移譲により減となる影響を除いて比較すると、１００．８％となります。 

 歳入につきましては、大宗をなす県税は、法人二税の増を見込む一方、名古屋市への税源

移譲による個人県民税の減により、前年度からほぼ横ばいとなる１兆１，７１７億円を計上

することといたします。 

 平成２９年度に大幅な減収となった法人二税は、５６５億円の増を見込んでおりますが、

外形標準課税の拡大などにより、企業収益の回復が税収増につながりにくくなっており、減

収前の平成２８年度の水準にまで回復するには至っておりません。 

 地方交付税と臨時財政対策債を合わせた地方財政措置につきましては、税収動向及び平

成３０年度地方財政計画を踏まえ、１，９００億円を計上いたします。このうち地方交付税

につきましては、７００億円を計上しております。 

 県債につきましては、平成２９年度当初予算に比べ、４．３％の減となる２，６１０億円

を計上いたします。このうち、地方交付税の振替措置である臨時財政対策債については、２

００億円の減となる１,２００億円を計上しております。 

 また、平成３０年度末の県債残高につきましては、平成２９年度末を１３５億円下回る５

兆３，７６２億円となり、２年ぶりに減少となる見込みであります。 

 このうち、社会資本整備などに充当する、いわゆる通常の県債の残高は、行革大綱に基づ

き、その縮減に努めており、平成３０年度末には、平成２９年度末残高を４４６億円下回る

２兆４，１７１億円となる見込みであります。 

 一方、臨時財政対策債など特例的な県債の残高は引き続き増加が見込まれ、平成３０年度

末には平成２９年度末残高を３１１億円上回る２兆９，５９１億円となる見込みでありま

す。 

 臨時財政対策債の元利償還金は、後年度に国が全額財源保障するものでありますが、地方

財政全体の持続可能性の観点から言えば、本来あるべき姿は地方交付税として交付される

ということであり、国税の法定率の引上げなどによる臨時財政対策債の速やかな廃止につ



いて、これからも国に主張してまいります。 

 一方、歳出につきましては、人件費は、平成３０年１月からの退職手当の支給水準の引下

げを見込んでおりますが、平成２９年度人事委員会勧告に基づく給与の増額改定などによ

り、若干の増となります。 

 扶助費につきましては、障害者自立支援介護・訓練等給付費負担金や後期高齢者医療費負

担金などの伸びにより、増加が続いております。 

 公債費につきましては、過去の特例的な県債の増発に伴う満期一括償還分の減債基金へ

の積立金などが増加しており、高止まり傾向にあります。 

 投資的経費につきましては、愛知県国際展示場や芸術文化センター、医療療育総合センタ

ーなどの施設整備のほか、県民の皆様の安全・安心につながる社会基盤整備を引き続き着実

に進めることから、増となります。 

 今回の予算編成では、１，２８３億円という多額の収支不足が見込まれましたが、平成２

９年度における財源確保や歳出不用額の補正減、さらには、特例的な県債である減収補塡債

を１，０００億円規模で発行することにより、平成２９年度内に予定していた減債基金の取

崩し８８０億円を全額取り止めるとともに、財政調整基金取崩し額のうち４０３億円を取

り止め、平成３０年度にその全額を再活用するという、２か年にわたる財源調整を行い、何

とか収支不足を解消できたところであります。 

 こうした収支不足への対応の結果、財政調整基金及び減債基金の任意分の平成３０年度

末残高は、１１８億円にとどまります。 

 本県の財政運営は、年度内に財源を確保して、翌年度当初予算の収支不足に対応するとい

うことを繰り返しており、単年度の歳入だけで歳出を賄うことができないことから、依然と

して厳しい財政状況が続いております。 

 今後も、経済・産業の活性化を進め、税源の涵養につなげるとともに、より一層合理的な

行政運営を図り、「しなやか県庁創造プラン」に沿った取組を着実に進め、健全で持続可能

な財政基盤の確立に取り組んでまいります。 

 

 次に、予算以外の案件につきまして、ご説明を申し上げます。 

 条例は、制定、一部改正を合わせまして、３３件を提案いたしております。 

 まず、愛知県文化芸術振興条例の制定についてであります。 

 文化芸術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進により、心豊かな県民生活と活

力ある社会の実現を目指すため、文化芸術の振興について、基本理念を定め、県の責務を明

らかにするとともに、施策の基本となる事項を定めるものでございます。 

 次に、国民健康保険保険給付費等交付金の交付に関する条例の制定についてであります。 

 これは、県が国民健康保険事業の財政運営の責任主体となることに伴い、県内の市町村に

対して、療養の給付等に必要な費用や財政状況その他の事情等に応じて、国民健康保険保険

給付費等交付金を交付するために必要な事項を定めるものでございます。 



 次に、愛知県県税条例の一部改正についてであります。 

 防災事業の推進を図るため、法人事業税の超過課税について、さらに３年間の延長をお願

いするものでございます。 

 次に、愛知県職員定数条例の一部改正についてであります。 

 知事の事務部局等の職員定数については、事務事業の廃止・縮小、事務処理方法の改善な

どに取り組む一方で、病院事業庁におけるあいち小児保健医療総合センターの三次救急体

制の充実・強化等に伴い、全体で４４人増員いたします。また、小学校・特別支援学校の児

童・生徒数の増加などにより教職員を１５人増員するものでございます。 

 次に、知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部改正についてであります。 

 現下の厳しい財政状況に鑑み、引き続き私を始め特別職と管理職の職員を対象に、給与の

一部を減額するものです。 

 次に、愛知県名古屋飛行場条例の一部改正につきましては、「あいち航空ミュージアム」

の更なる利用促進や来館者の満足度の向上を図るため、年間パスポートを導入するものな

どであります。 

 さらに、条例以外の案件といたしましては、愛知県国際展示場の公共施設等運営権の設定

始め１２件を提案いたしております。 

 

 次に、平成２９年度関係の諸議案についてであります。 

 

 まず、今回の補正予算は、国の補正予算への対応や国庫補助金及び事業費の確定に伴う所

要の措置並びに平成３０年度当初予算編成に向けての財源確保等を行うものであります。 

 補正予算を会計別に申し上げますと、一般会計４９８億５，６５１万余円の減額、特別会

計３９億７，６３８万余円の減額、企業会計２６億７，８１６万余円の減額でございまして、

合わせて５６５億１，１０５万余円の減額となります。 

 以下、主なものにつきまして、概要をご説明申し上げます。 

 国の補正予算関連事業費といたしまして、農地防災事業や河川事業などの公共事業に係

る所要の経費を計上するほか、障害児通所給付費負担金を増額するものなどでございます。 

 以上、ご説明申し上げました一般会計の一般財源といたしましては、県税収入や地方交付

税の増額などにより、全体で７億６，８３８万余円を増額することといたしております。 

 特定財源につきましては、国庫支出金を減額するほか、減債基金取崩し額の全部を取り止

めましたことなどから、全体で５０６億２，４８９万余円を減額することといたしておりま

す。 

 

 次に、補正予算以外の議案につきましては、条例関係議案といたしまして、国民健康保険

広域化等支援基金条例の廃止について１件、その他の議案といたしまして、県有財産の売払

いなど１４件でございます。 



 

 以上、提案をいたしました案件のうち、主なものにつきまして、その概要をご説明申し上

げました。なお、詳細につきましては、議事の進行に従いましてご説明を申し上げたいと存

じます。よろしくご審議の上、適切なご議決を賜りますようお願い申し上げる次第でござい

ます。 

 最後に、結びとして今一度申し上げたいと存じます。 

 昨年は、夢とファンタジーのジブリの世界を再現した日本を代表するオンリーワンの「ジ

ブリパーク（仮称）」構想が動き出しました。また、夢の新技術である自動運転技術につい

て、公道における遠隔型自動運転システムの実証実験を全国で初めて実施し、さらには、空

への憧れを呼び覚まし、空への夢を広げる「あいち航空ミュージアム」がオープンするなど、

愛知から夢のあるプロジェクトがスタートしたところであります。 

 こうした夢のあるプロジェクトを形にし、ひと回りもふた回りも大きくし、この愛知から

もっともっと、夢や希望にあふれる、わくわくした仕掛けを創り出していくことが、県民の

皆様の夢の実現につながってまいります。 

 ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック開催、２０２６年のアジア競技大会の開

催、２０２７年度のリニア開業といった節目の年にターゲットを置き、着実に歩を進めて地

域の力を高め、こうしたビッグプロジェクトを成功させることが愛知のさらなる飛躍につ

ながっていきます。 

 そのためには、この地域に集積する自動車、航空宇宙、ロボットといった産業にイノベー

ションを起こし、集積がさらなる集積を呼び、新たな雇用や消費、投資を喚起する、愛知な

らではの成長モデル、成長革命の実現に向け、しっかりと取り組む必要があります。 

 また、産業、自然、歴史・文化、食・グルメ、スポーツなど本県の魅力あるコンテンツを

組み合わせて、より付加価値の高いものとし、国内外から人を呼び込むことで、日本の活力

を取り戻す核となり、「日本一元気な愛知」をつくってまいります。 

 さらには、産業人材の育成、教育の充実、女性の活躍促進、医療・福祉の充実などにも積

極的に取り組み、子ども、若者、女性、高齢者、障害のある方など、「すべての人が輝く愛

知」を目指してまいります。 

 今後も、愛知の成長・発展を支える社会基盤の整備、産業振興、雇用、防災対策、医療・

福祉の充実、教育・人づくりなど、県政のあらゆる分野の取組に全力を注ぎ、愛知の総合力

にさらなる厚みを加えてまいります。 

 「日本一元気な愛知」、「すべての人が輝く愛知」、そして、県民の皆様が平和で、豊かで、

幸せな生活を送ることができる「日本一住みやすい愛知」づくりを進めるため、これまで培

ってきた未来へと続く取組を、愛知の発展の種として、しっかりと芽吹かせ、着実に育み、

県民の皆様とともに、『愛知の夢』の実現を目指してまいりたいと考えております。 

 今後も全力で県政運営に取り組んでまいる所存でありますので、県議会議員の皆様方並

びに県民の皆様方の、ご理解とご支援を心よりお願い申し上げます。 


